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平成２８年度第４回小金井市情報公開・個人情報保護審議会会議録 

 

１ 日 時  平成２９年３月１６日（木）午後６時１０分～午後８時５５分 

 

２ 場 所  小金井市役所第二庁舎８０１会議室 

 

３ 内 容 

⑴ 平成２８年度第３回情報公開・個人情報保護審議会会議録の確認について 

⑵ 個人情報保有等届出状況の報告について 

 ①租税特別措置法の規定する所得税等の特例措置適用にかかる被相続人居

   住用家屋等確認業務 ②職員福利厚生業務 ③退職管理業務 ④施設警備

   業務 ⑤援農ボランティア登録、派遣業務 ⑥飼い主のいない猫対策業務 

   ⑦生活困窮者の自立支援事業 ⑧小金井市在宅医療・介護連携推進事業 ⑨

   小金井市市街地再開発事業補助金交付業務 ⑩校内における情報の共有と

   校務の情報化業務 ⑪公民館陶芸窯使用業務 ⑫農業委員会委員選任業務

   ⑬番号法関係事務変更届（個人番号追加） ⑭臨時職員任用業務変更届 ⑮

   業務廃止届 

⑶ 諮問事項 

 諮問第１８号 内部情報システム（ＬＧＷＡＮネットワークフォルダ）につ

         いて 

 諮問第１９号 施設警備業務委託について 

 諮問第２０号 江戸東京でおもてなし事業業務委託について 

 諮問第２１号 所得税申告書等のデータ連携システム（国税連携システム）

         について 

 諮問第２２号 所得税申告書等のデータ連携システム（国税連携システム）

         のオンライン接続について 

 諮問第２３号 所得税申告書等のデータ連携システム（国税連携システム）

         のオンライン接続委託について 

 諮問第２４号 電子申告等受付システムについて 

 諮問第２５号 電子申告等受付システムのオンライン接続について 

 諮問第２６号 電子申告等受付システムのオンライン接続委託について 

 諮問第２７号 市民税・都民税（特別徴収・普通徴収）各種賦課資料データ
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         パンチ業務委託について 

 諮問第２８号 あき地除草委託について 

 諮問第２９号 家計相談支援事業の業務支援システムについて 

 諮問第３０号 家計相談支援事業委託について 

 諮問第３１号 学習支援事業委託について 

 諮問第３２号 小金井市在宅医療・介護連携推進事業委託業務について 

 諮問第３３号 空家等実態調査業務委託について 

 諮問第３４号 市立小中学校校務用システムについて 

 諮問第３５号 市立小中学校校務用システムのオンライン接続について 

 諮問第３６号 市立小中学校校務用管理サーバの管理委託について 

⑷ その他 

ア 内部情報システム管理運用基準の改正について（報告） 

イ 小金井市個人情報保護条例の改正について（報告） 

ウ 次回の日程について 

 

４ 出席者 

【会   長】 

松 行 康 夫   

【委   員】 

朝 倉 和 子  植 草 康 仁  金 澤  昭  仮 野 忠 男 

亀 山 久美子  多 田 岳 人 

【市 側】 

西岡市長 

＜情報システム課＞ 

鈴木情報システム課長        鈴木情報システム係長 

＜地域安全課＞ 

吉田地域安全課長          久保田地域安全係主任 

＜職員課＞ 

梅原職員課長            岩佐人事研修係長 

大久保給与厚生係長         長村給与厚生係主任 

＜管財課＞ 

鈴木管財課長            藤原財産管理係主事 
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＜経済課＞ 

高橋経済課長            鈴木産業振興係長 

島田経済課主査 

＜市民税課＞ 

秋元市民税課長           小池市民税係長 

中村諸税係長 

＜資産税課＞ 

内田資産税課長           根本家屋係長 

＜環境政策課＞ 

大関環境政策課長          碓井環境係長 

飛田環境係主任 

＜ごみ対策課＞ 

小野ごみ対策課長          前坂清掃係主事 

＜地域福祉課＞ 

高橋生活福祉担当課長        瀧川地域福祉課専任主査 

＜自立生活支援課＞ 

染谷障害福祉係長          林障害福祉係主事 

＜介護福祉課＞ 

鈴木高齢福祉担当課長        福多包括支援係主任 

＜まちづくり推進課＞ 

高橋まちづくり推進課長       黒澤住宅係長 

永井まちづくり推進課専任主査    平野まちづくり係主任 

＜庶務課＞ 

加藤庶務課長            平野庶務係長 

松下庶務係主任 

＜学務課＞ 

河田学務課長            深澤学務係長 

工藤学務係主任           安田学務係主事 

＜指導室＞ 

小林指導室長            高橋統括指導主事 

二井本指導係長 

＜生涯学習課＞ 
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小堀生涯学習係長 

＜公民館＞ 

前島公民館長            若藤事業係長 

＜農業委員会事務局＞ 

高橋農業委員会事務局長       島田農政係長 

＜総務課＞ 

水落総務課長            諏訪情報公開係長 

郷古情報公開係主任 

 

【傍聴者】 

０名 
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【松行会長】 

 それでは、ただいまから平成２８年度第４回小金井市情報公開・個人情報保護

審議会を開催いたします。 

 まず、審議に入る前に、委員の欠席等の連絡を申し上げます。 

 本日、金澤委員は、若干遅れて出席されると承っております。また加藤委員、

樹委員、土屋委員、白石委員は、御都合により欠席されると、連絡を受けており

ます。 

 審議会条例第５条の規定によりまして、委員の半数以上の出席がありますので、

本会議は成立しております。したがいまして、ただいま開会を宣します。 

 それではまず、平成２８年度第３回情報公開・個人情報保護審議会会議録の確

認についてを行います。既に皆様のお手元に届いているかとは存じますが、訂正

等はございますでしょうか。 

 訂正等はないようですので、これを認め、承認いたします。 

 それでは、小金井市個人情報保護条例に基づく個人情報保有等届出状況報告書

による報告と諮問をお願いいたします。 

【市長】 

 初めに、報告事項について、小金井市個人情報保護条例第９条第３項の規定に

より、個人情報保有等届出状況を報告いたします。 

今回報告いたしますのは、個人情報の届出開始に関するものが１９件、届出廃 

止に関するものが８件、届出変更に関するものが１８件となります。 

  次に諮問事項について。今回諮問いたしますのは、個人情報保護条例第１４条 

に基づく「内部情報システム（ＬＧＷＡＮネットワークフォルダ）について」、 

「所得税申告書等のデータ連携システム（国税連携システム）について」、「電 

子申告等受付システムについて」、「家計相談支援事業の業務支援システムにつ 

いて」、「市立小中学校校務用システムについて」、個人情報保護条例第１５条 

に基づく「所得税申告書等のデータ連携システム（国税連携システム）のオンラ 

イン接続について」、「電子申告等受付システムのオンライン接続について」、 

「市立小中学校校務用システムのオンライン接続について」、個人保護条例第２ 

７条に基づく「施設警備業務委託について」、「江戸東京でおもてなし事業業務 

委託について」、「所得税申告書等のデータ連携システム（国税連携システム） 

のオンライン接続委託について」、「電子申告等受付システムのオンライン接続 

委託について」、「市民税・都民税（特別徴収・普通徴収）各種賦課資料データ 
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パンチ業務委託について」、「あき地除草委託について」、「家計相談支援事業 

委託について」、「学習支援事業委託について」、「小金井市在宅医療・介護連 

携推進事業委託業務について」、「空家等実態調査業務委託について」、「市立 

小中学校校務用管理サーバの管理委託について」の合計１９件となっております。 

  細部につきましては、事務局を通して説明させますので、よろしくお願い申し 

上げます。 

【松行会長】 

確かに承りました。 

【総務課長】 

大変申し訳ありませんが、市長は公務のため、ここで退席させていただきます 

ので、よろしくお願いいたします。 

【松行会長】 

今回は平成２８年度最後の審議会となりまして、来る新年度に向けての委託の 

諮問等が、本日の事案には多数ございます。委員の皆様には、慎重審議を期して 

いただくわけですが、限られた時間の中、円滑な案件審議となるよう、御協力を

お願いいたします。 

 また、保有等届出について、個人番号を追加する案件について、一括して行う

旨を事務局より伺っております。その際は説明がございますので、よろしくお願

い申し上げます。 

 それでは、これより審議に入りますが、審議に入る前に、事務局からの説明を

受けたいと存じます。その後、委員の皆様から御意見、御質問等をお受けし、そ

れに対する必要な説明を事務局、もしくは直接の担当課から受けることで進行し

てまいりたいと存じます。 

 それでは早速、事務局から説明をお願いいたします。 

【総務課長】 

それでは、個人情報保有等届出状況の報告について、小金井市個人情報保護条 

例第９条第３項の規定により、報告いたします。 

１ページを御覧ください。今回の届出は、開始１９件、廃止８件、変更１８件 

でございます。２ページは、部課別の明細となります。３ページから５ページは、 

その内訳でございます。進行に関しましては、目次にあります案件番号の順序に 

て進めさせていただきます。 

それでは、７ページを御覧ください。「租税特別措置法の規定する所得税等の 
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特例措置適用にかかる被相続人居住用家屋等確認業務について」、地域安全課の 

案件でございます。 

平成２８年度税制改正において、租税特別措置法、同法施行令及び同法施行規 

則の一部が改正され、相続または遺贈により被相続人の居住の用に供されていた 

一定の家屋及びその敷地等の取得をした個人が、当該家屋またはその敷地等を譲 

渡した場合の所得税及び個人住民税の特例措置が新たに創設されました。これに 

伴い、当該個人からの申請に基づき、本特例措置適用のために当該個人が税務署 

に提出を要する書類の一部である「被相続人居住用家屋等確認書」を、当該家屋 

及びその敷地等の存する区域の市区町村において交付することとなりました。 

当該確認書交付業務において、国が定めた申請様式を保有することから、届出 

を行うものです。 

８ページを御覧ください。届出番号２９－４１「被相続人居住用家屋等確認申 

請書（被相続人居住用家屋又は被相続人居住用家屋及びその敷地等の譲渡の場合） 

」でございます。保有届の内容は記載のとおりでございますが、保有する個人情 

報の内容は、氏名、住所、印影、財産状態等で、特例措置適用に関する情報でご 

ざいます。参考としまして、９ページから１０ページに当該様式を付けておりま 

すので、併せて御覧ください。 

また１１ページ、届出番号２９－４２「被相続人居住用家屋等確認申請書（被 

相続人居住用家屋の取壊し、除却又は滅失後の敷地等の譲渡の場合）」と、先ほ 

どの届出申請書との違いでございますが、家屋の取り壊し等に用いるものでござ 

いまして、保有する個人情報の内容には、納税額等が加わっておりまして、当該 

様式は、１２ページから１３ページにございます。 

１４ページには、事業の概要イメージを付けておりますので、併せて御覧くだ 

さい。 

【松行会長】 

ただいま本案件に関しまして、事務局より説明がございました。御質問、もし 

  くは御意見があればお受けいたします。 

特にないようですので、この案件を承認とさせていただきます。 

それでは、次の案件の説明をお願いいたします。 

【総務課長】 

 それでは、１５ページを御覧ください。「職員福利厚生業務について」、職員

課の案件でございます。 
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 「確定拠出年金法等の一部を改正する法律」の施行に伴い、平成２９年１月よ

り、公務員も個人型確定拠出年金に加入することができるようになりました。 

 本法律の施行に伴い、新たに職員の個人情報の保有を開始するため、届出を行

うものです。 

 １６ページを御覧ください。届出番号０７－２７８「第２号加入者に係る事業

主の証明書」でございます。保有届の内容は記載のとおりでございますが、保有

する個人情報の内容は、氏名、基礎年金番号、印影、掛金納付額、年金等加入状

況、掛金納付方法で、個人型確定拠出年金加入に関する情報でございます。参考

としまして、１７ページに当該様式を、１８ページから１９ページには、事業の

概要を付けておりますので、併せて御覧ください。 

【松行会長】 

ただいま事務局から本案件に関する説明がございましたが、これにつきまして 

御意見、御質問あれお受けいたします。 

特にないようですので、この案件を承認とさせていただきます。 

それでは、次の案件の説明をお願いいたします。 

【総務課長】 

それでは、２０ページを御覧ください。「退職管理業務について」、職員課の 

案件でございます。 

地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律の施行に伴う地方 

公務員法の一部改正により、職員の退職管理を厳格化するため、小金井市職員の 

退職管理に関する条例を制定するとともに小金井市職員の退職管理に関する規則 

を改正し、職員の退職管理に関し必要な事項を定めました。 

これにより、営利企業等に再就職した市の退職者が、現職の職員に対して、小 

金井市と再就職先の間の契約や処分に関する事務で、離職前５年間または一定の 

職に就いていた間の職務等に係るものについて、要求・依頼（働きかけ）を行う 

ことが禁止されます。 

本事業を実施するに当たり、再就職に関する事項を申請・届出する様式を新た 

に保有等することから届出・諮問するものです。 

２１ページ御覧ください。届出番号０７－２７９「再就職者による依頼等の承 

認申請書」でございます。保有届の内容は記載のとおりでございますが、保有す 

る個人情報の内容は、氏名、生年月日、地位、勤務先、離職時等の状況など、職 

員の退職管理に関する情報でございます。参考としまして、２２ページから２３ 
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ページに当該様式を付けております。 

続きまして、２４ページに、届出番号０７－２８０、再就職の届出書で、再就 

職の際に届出を必要とするものでございます。当該様式は２５ページに付けてお 

りますので、御覧ください。 

【松行会長】 

ただいま本案件に関しまして、事務局から説明がございました。本案件に関し 

まして、御意見、御質問あればお受けいたします。 

【仮野委員】 

２１ページにあります再就職者による依頼等の承認申請書のこの依頼というの 

は、要求・依頼（働きかけ）という意味なんですか。このタイトルというか、名 

称がわかりにくいのですが、ここを説明いただきたいと思います。なぜかという 

と、再就職先の関係者、関係企業やその他との関係がありますので、依頼等の承 

認申請書、再就職者が誰にどう依頼するための承認申請書であるのかということ 

です。 

【職員課長】 

こちらの承認の申請書につきましては、再就職した元職員から、小金井市に提 

出していただくものでございます。こういった、こちらの要求・依頼ということ 

については、禁止をされているところなんですけれども、電気、ガス、または水 

道水の供給、その他これらに類する継続的給付を受ける契約に関する職務など、 

裁量の余地が少ない職務に関しては、これはこういったことが認められるという 

ことになっておりまして、その場合に、こちらの様式を使いまして、申請をいた 

だくということになっております。 

【仮野委員】 

分かりました。そう説明していただきたかった。つまり要求・依頼の内容を申 

請して、それを市側がチェックする訳ですね。しかし、ライフラインに係るよう 

なものは認められると。その中身を吟味するために、個人情報の内容のところに、 

要求または依頼の内容というのを書く欄がありますから、２３ページのその内容 

を具体的に書いて、チェックを受けるという話ですね。 

【職員課長】 

はい。 

【仮野委員】 

その際に、当然ながら依頼してきた人の個人情報を収集するため報告すると 
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いうことですね、了解しました。では、チェックのほうもよろしくお願いします。 

【松行会長】 

他に御意見、御質問ございますでしょうか。 

特にないようですので、この案件を承認とさせていただきます。 

それでは、次の案件の説明をお願いいたします。 

【総務課長】 

それでは、２６ページを御覧ください。「援農ボランティア登録、派遣業務に 

ついて」、経済課の案件でございます。 

援農ボランティア事業は、市民を援農ボランティアとして養成し、市民が援 

農ボランティアとして活動することで得られる農業体験、農家との交流等を通じ 

て農業への理解を深めるとともに、援農ボランティアを受け入れた農家の農業経 

営が円滑に継続できる環境を創出するために行う事業です。 

平成２９年度から本実施となる援農ボランティア事業実施に当たり、援農ボラ 

ンティアの名簿を作成し、保有するため届出を行うものです。 

２７ページを御覧ください。届出番号１４－１７９「小金井市援農ボランティ 

ア名簿」でございます。保有届の内容は記載のとおりでございますが、保有する 

個人情報の内容は、氏名、住所、実習や援農する農家情報等のボランティア登録、 

派遣に関する情報でございます。参考としまして、２８ページに当該様式を、２ 

９ページには実施要綱を付けておりますので、併せて御覧ください。 

【松行会長】 

ただいま本案件につきまして、事務局から説明がございました。御意見、御質 

問等があればお願いいたします。 

【仮野委員】 

この認定情報というのは何でしょうか。こういったボランティアをするには、 

登録するためにどこで認定を受けるのですか。 

【経済課主査】 

認定を受けるのは、東京都農林水産振興財団で認定を受ける形になります。 

【松行会長】 

 それだけでおわかりでしょうか。認定情報は、認定番号と認定年度ということ

です。 

【仮野委員】 

この講座はどこでやっているのですか。 



 

 11 

【経済課主査】 

講座につきましては、立川市にある東京都農林水産振興財団で行いまして、圃 

場の研修につきましては、小金井市内の農家において行います。 

【金澤委員】 

第５条の４に、申込時に原則２０歳以上の者とするとありますが、これは何か 

意味合いがあるのですか。１８歳とかではだめなのですか。 

【経済課主査】 

こちらの原則２０歳以上の者とするというところにつきましては、東京都農林 

水産振興財団において行う青空塾という事業に参加し、座学を受けるやり方とな 

っており、東京都の要綱における基準が２０歳以上と定められているため、私た 

ちの要綱についても２０歳以上ということで定めています。 

【金澤委員】 

倣ったということですね。 

【松行会長】 

他にございますでしょうか。 

特にないようですので、この案件を承認とさせていただきます。 

それでは、次の案件の説明をお願いいたします。 

【総務課長】 

それでは、３１ページを御覧ください。「飼い主のいない猫対策業務」につい 

て、環境政策課の案件でございます。 

市では、糞尿による悪臭被害や、鳴き声による騒音被害など、飼い主のいない 

猫による生活環境への被害に関する市民からの相談件数の急増を受けて、本年度 

より「飼い主のいない猫対策要綱」「小金井市飼い主のいない猫の地域猫活動ガ 

イドライン」を制定し、飼い主のいない猫対策として「地域猫活動」を支援する 

事業を開始しました。 

「地域猫活動」とは、飼い主のいない猫のトイレ、エサ、繁殖などを地域で適 

正に管理することにより、飼い主のいない猫によるトラブルを減らし、地域環境 

を改善する、そのことによって「人と猫との調和のとれた共生社会」の実現を目 

指す活動のことです。 

来年度より、要綱改正を行い、飼い主のいない猫の不妊・去勢手術に係る補助 

制度を開始することに伴い、補助金の支給状況や、市内における飼い主のいない 

猫の生息状況の把握等のための個人情報を保有する必要があることから、届出を 
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行うものです。 

３２ページを御覧ください。届出番号３９－９５「小金井市飼い主のいない猫 

対策に関する様式一式」でございます。保有届の内容は記載のとおりでございま 

すが、保有する個人情報の内容は、３３ページから３４ページに別紙として載せ 

てございます。項目としまして、様式の名称及び個人情報の内容、記録項目とな 

りますので、御覧ください。項目が複数ございますが、全体として、氏名、住所 

等の情報を保有するという内容でございます。参考としまして、３５ページから 

３７ページに地域猫活動市民団体登録申請書、３８ページに地域猫活動市民団体 

登録認定通知書、３９ページに地域猫活動市民団体登録更新申請書、４０ページ 

から４２ページに地域猫活動報告書、４３ページに地域猫活動市民団体登録更新 

認定通知書、４４ページに地域猫活動市民団体登録内容変更届、４５ページに地 

域猫活動市民団体登録資格喪失届、４６ページに地域猫活動市民団体登録取消通 

知書、４７ページに猫の捕獲器借用申請書、４８ページに飼い主のいない猫の不 

妊・去勢手術費補助金交付申請書、４９ページに飼い主のいない猫の不妊・去勢 

手術費補助金交付決定通知書、５０ページに飼い主のいない猫の不妊・去勢手術 

費補助金不交付決定通知書の様式を、５１ページには概要を付けておりますので、 

併せて御覧ください。 

【松行会長】 

ただいま本案件に関しまして、非常に詳細な帳票の説明がありました。御意見 

もしくは御質問があればお受けいたします。 

【多田委員】 

すごく素朴な疑問なのですが、ここまでやる理由を聞かせていただければと思 

います。 

【環境係長】 

様式の数が多いというところでの御質問ですが、地域猫対策の取り組みという 

のは、私ども行政と、ボランティアの方と地域住民の方の３者協働で行う取り組 

みという形になってございます。その中で、特に相手が生き物というところで、 

ボランティアの皆さんが非常に思い入れの強い、かつ御自身の思いに対して、も

のすごく強い信念を持っていらっしゃるという方が多い中で、そういう方たちを

市で一定のルールを設けた上で、道を同じくして取り組んでいくという中で、制

約が必要という認識のもとに、こういった形で提案させていただいてございます。 

【多田委員】 
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何となくですが、やり過ぎな感じもしますが。 

【亀山委員】 

地域猫というのは大切だと思うので、それをきちんと管理して、誰でもいいと 

いうものではないということの書類だと思うのですが、これは何匹とか、費用な 

どの上限は、決まっているのでしょうか。 

【環境係長】 

上限につきましては、雄のいわゆる去勢手術が、上限５,０００円、ただ、獣医

師の先生が発行される領収書をもとに申請いただきますが、そこに記載されてい

る額が、上限額に満たされていない場合は、実費額という形になります。雌のい

わゆる不妊手術につきましては、上限が１万円となってございます。こちらにつ

きましても、領収書の取り扱いについては同様となってございます。 

 頭数の上限についてなんですけれども、こちらの支給対象が、市のほうで登録

ボランティアという形で、市で定めておりますガイドラインの内容に沿って活動

していただけるボランティアの方を、市の職員による面談のもとに、登録ボラン

ティアという形となりまして、その方たちを対象に支給させていただくものとな

ってございます。 

 支給の上限につきましては、おおむね１カ月に５頭分を上限としてございまし

て、ただ、こういった活動を進めていく中で、１つの現場で、飼い猫ではないの

で、１匹とか２匹ということではなくて、普通に１０匹いたりする現場も当たり

前にあります。そこで上限をここで切る形で完全に線を引いてしまいますと、そ

こでの活動がうまく進まないという形になってしまいますので、一定の線引きを

設けるという意味で、５匹以上の場合には、所定の様式による理由書の御提出を

求めております。 

【亀山委員】 

地域によってではなく、全体で月５匹ということで、保護していくということ 

なのですね、わかりました。 

【松行会長】 

他に御意見、御質問等ありますか。 

特にないようですので、この案件を承認とさせていただきます。 

それでは、次の案件の説明をお願いいたします。 

【総務課長】 

それでは、５２ページを御覧ください。「小金井市市街地再開発事業補助金交 
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付業務について」、まちづくり推進課の案件でございます。 

市街地再開発事業は、不燃共同化や防災性・安全性向上など土地の合理的かつ 

健全な高度利用及び環境の整備に資することから、小金井市市街地再開発事業補 

助金交付要綱を制定し、事業施行者等に対して補助金を交付しているところです。

当該申請に当たっては、本要綱の様式に定める交付申請書が必要となり、今回、 

事業施行者等から提出された申請書の中には、個人情報に係る記載内容が含まれ 

るため、届出を行うものです。 

５３ページを御覧ください。届出番号４３－４９「小金井市市街地再開発事業 

補助金交付申請書」でございます。保有届の内容は記載のとおりでございますが、 

保有する個人情報の内容は、５４ページにございます補償費等に関する補助金交 

付に必要な情報でございます。参考としまして、５５ページに当該様式を、５６ 

ページから６１ページには補助金交付要綱を付けておりますので、併せて御覧く 

ださい。  

【松行会長】 

ただいま事務局から本件につきまして説明がございました。御意見、御質問等 

あればお受けいたします。 

【金澤委員】 

５８ページの９条ですが、一番最後の文言に「軽微な変更については、この限 

りでない」というものは、どの程度のものなのでしょうか。 

【まちづくり推進課専任主査】 

ここで言っている軽微についてですけれども、具体的な内容を市の要綱で定め 

ているわけではないですが、例えば、補助事業の内容にかかわらないような変更 

というのが、軽微に該当する場合がありますけれども、原則的には変更があった 

場合には、内容を改めて提出いただくものと考えております。 

【金澤委員】 

この文言は必要なのですか。 

【まちづくり推進課専任主査】 

必要があり、要綱で定めています。     

【金澤委員】 

原則として、この文言は必要ないと思うのですが。今、即答できないことであ 

  れば、検討していただいて。 

【まちづくり推進課専任主査】 
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はい。検討はさせていただきます。 

【松行会長】 

他に御意見、御質問ありますでしょうか。 

特にないようですので、この案件を承認とさせていただきます。 

それでは、次の案件の説明をお願いいたします。 

【総務課長】 

それでは、６２ページを御覧ください。「公民館陶芸窯使用業務について」、 

公民館の案件でございます。 

公民館では灯油陶芸窯１台、電気陶芸窯２台、合計３台を所有しており、公民 

館が主催する陶芸入門講座を終了したメンバーで構成する団体にご使用いただい

ているところです。 

 これまで灯油陶芸窯については灯油代を利用団体が負担しているのに対し、電

気陶芸窯の電気代については市が負担していたところですが、平成２９年４月よ

り灯油陶芸窯、電気陶芸窯とも、利用団体に実費相当分を負担していただくこと

となりました。 

 当該業務において「公民館陶芸窯使用申請書」「公民館陶芸窯使用報告書」の

様式を新たに保有することから、届出を行うものです。 

６３ページを御覧ください。届出番号３７－２０「公民館陶芸窯使用申請書」

でございます。保有届の内容は記載のとおりでございますが、保有する個人情報

の内容は、氏名、電話番号でございます。当該様式を６４ページに付けておりま

すので、御覧ください。 

 続きまして、６５ページ、届出番号３７－２１「公民館陶芸窯使用報告書」で

ございます。保有届の内容は記載のとおりでございますが、保有する個人情報の

内容は、氏名、住所、電話番号でございます。当該様式を６６ページに付けてお

りますので、御覧ください。参考としまして、６７ページから６８ページには使

用要綱を付けておりますので、御覧ください。 

【松行会長】 

ただいま事務局から本案件に関しての説明がございました。御意見、御質問等 

あれば、お願いいたします。 

【亀山委員】 

これはどちらの公民館のことですか。 

【公民館事業係長】 
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どこの公民館に、どの陶芸窯があるかというところでございますが、電気窯に 

つきましては、貫井南分館、貫井北分館に１台ずつ、それから、灯油窯につきま 

しては、緑分館のほうに設置をしております。 

【仮野委員】 

なぜ電気は料金をとっていなかったのですか。今回一緒にとるようになった経 

緯については。 

【公民館事業係長】 

灯油の陶芸窯につきましては、平成４年から設置しておりまして、そのときか 

ら灯油窯につきましては、利用者の方に費用を負担していただきましたが、電気

窯につきましては、貫井北分館が平成２６年度から開館をしまして、そのときに

設置をしたところです。今までは電気メーターにつきまして、それぞれの館で、

館全体のメーターはあったのですが、陶芸だけの積算ができず、請求ができてお

りませんでした。なお、灯油窯につきましては、その都度補充をすることで行っ

ておりました。不公平も生じるということで。          

【仮野委員】 

公平な利用者負担、わかりました。 

【松行会長】 

他に御意見、御質問はありますでしょうか。 

特にないようですので、この案件を承認とさせていただきます。 

それでは、次の案件の説明をお願いいたします。 

【総務課長】 

それでは、６９ページを御覧ください。「農業委員会委員選任業務について」、 

農業委員会事務局の案件でございます。 

平成２７年９月に農業委員会等に関する法律の一部が改正されたことにより、 

農業委員会委員の選出方法が選挙制と市長の選任制から、議会の同意を要件とし 

た市長の任命制に改められました。これにより農業委員会委員候補者については、 

市長が農業者または農業者が組織する団体、その他関係者に推薦を求めるととも 

に、一般募集を行うこととなりました。 

平成２９年７月から始まる新たな農業委員会委員の選任に当たり、農業委員候 

補者を募集するため、小金井市農業委員会委員の選任手続に関する規則に基づき、 

推薦書及び応募申込書を定めたので、届出を行うものです。 

７０ページを御覧ください。届出番号６２－２９「小金井市農業委員会委員候 
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補者推薦書（個人推薦用）」でございます。保有届の内容は記載のとおりでござ 

いますが、保有する個人情報の内容は氏名、性別、生年月日、住所などの基本情 

報と、農業経営状況等の農業委員候補者としての情報を保有するという内容でご 

ざいます。参考としまして、７１ページから７２ページに様式を付けております。 

続きまして、７３ページ、届出番号６２－３０、同じく「推薦書」でございま 

して、こちらは法人又は団体推薦用でございます。保有する個人情報の内容は、 

個人用のものとおおむね同様ではありますが、団体等の推薦となることから、そ 

の情報が加わるものとなります。様式につきましては、７４ページから７５ペー 

ジを御覧ください。 

続きまして、７６ページには届出番号６２－３１「小金井市農業委員会委員候 

補者募集応募申込書」でございます。保有届の内容は記載のとおりでございます 

が、保有する個人情報の内容は氏名、性別、生年月日、住所などの基本情報と農 

業経営状況、応募に係る理由等で、委員候補者本人からのものとなります。参考 

資料としましては、７７ページから７８ページに様式を、また、事業に係る条例 

等を７９ページから８１ページにかけて付けておりますので、御覧ください。 

【松行会長】 

本件につきまして、御意見、御質問等あれば、お受けいたします。 

【亀山委員】 

法律が変わったことの経緯を教えていただけますでしょうか。 

【農業委員会事務局長】 

法律が変わった経緯ですが、平成２７年の９月に農業委員会等に関する法律だ 

  けではなく、農業関係の３つの法律が改正されました。 

もっと開かれた農業を展開していくのだということで、農協法等も含めて改正 

されたという経緯がございます。農業委員会に関する法律も、今までは選挙制と 

市長の選任制ということで、一定の決まりがあったわけですけれども、それが全 

部廃止になりまして、議会の同意を要する市長の任命制という形になったという 

とで、幅広い人材から農業委員を選出するという制度になったと認識しておりま 

す。 

【亀山委員】 

最終的に市長が決めるということになるわけですか。 

【農業委員会事務局長】 

議会の同意を得て、市長が任命するという形になります。 
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【亀山委員】 

その結果、開かれたものになっていくということで改正されたということなの 

ですね。 

【農業委員会事務局長】 

そのとおりです。農業の世界ですので、急激な変更というのはなかなか現実と 

しては難しいかもしれませんが、制度を運用していく中で、雰囲気も変わってい 

くのではないかなと、私としては認識しているところでございます。 

【朝倉委員】 

７８ページのところですが、備考の３番に応募申込書に記入された事項は、住 

所を除いて全てを公表するということになっているわけですが、７７ページの内 

容がそうなるわけですか。学歴とかも全て公表ということになるのですか。 

【農政係長】 

委員のおっしゃるとおりでございますけれども、必ずしも公表方法がインター

ネットということではございませんので、インターネットに載せている情報につ

きましては、こちらの申込書、推薦書に書いてある一部を載せているという形で

ございます。学歴等は今回の公表では掲載はしていないところです。 

【松行会長】 

  特にほかにないようですので、本件を承認といたします。 

 それでは、次の案件の説明をお願いいたします。 

【総務課長】 

それでは、８２ページを御覧ください。「各業務の様式に個人番号を追加する 

ことについて」、職員課、庶務課、自立生活支援課の案件でございます。 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用に関する法律の施行 

に伴う事務において、様式の整備が行われたことから個人番号が追加になるため 

の届出をするものでございます。 

個人情報保有等変更届内訳を御覧ください。こちらの７件につきましては、各 

様式に個人番号のみが追加となった変更でございまして、３課分を一括して報告

させていただきます。様式につきましては、事務局にございますので、必要がご

ざいましたら、お申し出ください。 

 なお、このほかに各種税賦課業務についての同様の個人番号を追加する報告が

ございますが、後ほど案件１４で説明をさせていただきます。 

【松行会長】 
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それでは、御意見、御質問等、本件についてあれば、御発言をお願いいたしま 

す。 

特に御発言ないようですので、本案件を承認とさせていただきます。    

 それでは、次の案件の説明を事務局からお願いいたします。 

【総務課長】 

それでは、８３ページを御覧ください。「臨時職員任用業務について」、職員 

課、庶務課の案件でございます。 

平成２９年１月１日より雇用保険の対象が拡大したことに伴い、雇用保険に係 

る説明内容を変更するとともに、希望職種及び勤務条件の希望欄を職員課及び庶 

務課の運営上、取りまとめしやすくするために、小金井市臨時職員雇用申込書兼 

登録書兼臨時職員名簿の様式を変更しました。 

これに伴い、保有する個人情報の内容に変更が生じたため、届出を行うもので 

す。 

８４ページを御覧ください。届出番号０７－１９０、次ページ、届出番号３６ 

－１７「小金井市臨時職員雇用申込書兼登録書兼臨時職員名簿」でございます。

変更する保有届の内容は記載のとおりでございまして、様式にパソコン操作の 

項目を設けていたところではありますが、今後は収集を行いませんので、１項目 

削除するものです。参考としまして、８６ページに変更後の当該様式を付けてお 

りますので、併せて御覧ください。 

【松行会長】 

ただいま本案件についての説明が事務局からありました。本件に関しまして、

御意見、御質問等あれば、御発言をお願いします。 

 特にないようでございますので、本件を承認とさせていただきます。 

 それでは、次の案件の説明を、事務局からお願いいたします。 

【総務課長】 

それでは、８７ページを御覧ください。「各業務の廃止届出について」、一括 

して報告させていただきます。 

個人情報保有等廃止届内訳を御覧ください。７件の廃止届でございますが、廃 

止の理由としましては、それぞれ記載のとおりとなりまして、これらは平成２９ 

年３月３１日をもって収集等を終了し、保存年限経過後に廃棄方法をもって処分 

を行うものでございます。 

【松行会長】 
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本件は廃止届についての案件でございますが、御意見、御質問等あればお受け 

いたします。 

特にないようですので、本案件を承認とさせていただきます。 

ここからは、諮問及び保有届報告等を含む案件の審議に入ります。それでは、 

最初の案件から事務局の説明をお願いいたします。 

【総務課長】 

これより諮問案件に入らせていただきます。８８ページを御覧ください。「施 

設警備業務について」、管財課の案件でございます。 

これまでは市が所有または管理する各公共施設の火災・盗難等の発生防止や不 

法・不良行為を排除等の施設財産の保全を図るための施設警備を、市で実施して 

きましたが、それら施設警備業務を民間警備会社に委託して行うことになりまし 

た。 

本事業についての委託契約は、平成２９年１月１日より開始しているところで 

ありますが、現行では事故覚知時の連絡は職員間で行っていますが、平成２９年 

４月からは、施設職員等の緊急連絡者名簿により、事業者と直接行いますので、 

新たに様式を保有し、業務委託で行うための届出及び諮問するものでございます。 

８９ページを御覧ください。諮問第１９号「施設警備業務委託について」でご 

ざいます。業務の目的としましては、諮問書にもございますが、市が所有等をす 

る施設財産の保全を図ることを目的としておりまして、施設警備を委託で行うこ 

とにより、緊急事態時等の際に、施設職員との連絡のため、受託者は個人情報を 

取り扱うことになりますので、諮問をするものでございます。 

 受託者への条件については、委託警備仕様書や契約約款で必要な措置を講じてご

 ざいます。 

  諮問に関連する保有届としましては、９０ページ、届出番号０８－４２「緊急 

連絡者名簿」でございます。保有する個人情報の内容は氏名、役職、電話番号の

情報でございます。参考としまして、９１ページに当該様式を、９２ページから

９５ページに委託仕様書を付けておりますので、併せて御覧ください。 

【松行会長】 

諮問及び保有届報告を含む案件に入ったわけでございますが、事務局から説明 

がございました。御意見、御質問があれば、委員の御発言をお願いいたします。 

特にないようですので、本案件を承認させていただきます。 

それでは、次の案件の説明をお願いいたします。 
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【総務課長】 

それでは、９６ページを御覧ください。「江戸東京でおもてなし事業業務につ 

いて」、経済課の案件でございます。 

小金井市版地方総合戦略の基本目標である「小金井の魅力を発信し、交流人口 

の増加を図ることにより、地域の活性化につながるまち」の実現を図るため、国 

の地方創生推進交付金を活用し、江戸東京をテーマに、ターゲットを特化したシ 

ティプロモーションの推進及び滞在（時間消費）型ビジネスの創出・拡大を図る 

ための事業を実施するものです。 

本事業において、江戸東京野菜を使った料理教室・食事会及びたてもの園を中 

心としたモデルツアーの実施に当たり、参加者の個人情報を取り扱うこととなり、 

本事業の企画・募集・受付・運営等を委託して実施するため、諮問するものであ 

ります。 

９７ページを御覧ください。諮問第２０号「江戸東京でおもてなし事業業務委 

託について」でございます。業務の目的としましては、諮問書にもございますが、 

地域の活性化を目的としておりまして、江戸東京をテーマとしたイベントを委託 

にて行うものについて諮問をするものでございます。 

委託処理する個人情報の項目は記載のとおりとなりますが、氏名、住所、電話 

番号、メールアドレスとなります。参考資料としまして、９８ページに江戸東京 

でおもてなし事業実施内容（案）を、２０２ページから２０６ページに共通資料 

として、個人情報取扱特記事項を付けてございますので、こちらも御参考にして 

ください。 

【松行会長】 

   本件もまた委託業務に関するものでございますが、御意見、御質問等があれば、 

お受けいたします。 

  特に御発言がないようでしたら、会長から一言、江戸東京野菜というのはブラ 

ンドとして何か定義というか、法的なものとか何かあるのでしょうか。 

【産業振興係長】 

御質問のあった江戸東京野菜については、ＪＡ東京中央会という組織がござい

まして、そちらで認定を受けている野菜です。江戸時代から昭和中期にかけまし

て、都内において在来種として生産をされていた野菜で、復活栽培が各地でされ

ております。 

【亀山委員】 
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委託ですが、こういった項目ごとに、それぞれに特化したところと委託をされ 

るのですか。それとも一括して事業を全て任せるという形をとられるのでしょう 

か。 

【産業振興係長】 

今のところは全体の事業を一括で１社の事業者に委託をするように考えており 

ます。 

【亀山委員】 

その業者の方は、教室に参加される方の個人情報を扱いますという審議になる 

のですか。 

【産業振興係長】 

はい、そのような御理解で。 

【亀山委員】 

その業者さんというのは、全てに特化された方ということになるのですね。 

【産業振興係長】 

業者選定前ですので、来年度になりましたら、契約担当と調整をさせていただ 

いて、業者の選定を進めていくという形になります。 

【仮野委員】 

小金井での江戸東京野菜は、具体的にどんなものがあるのですか。  

【産業振興係長】 

代表的なものを申し上げますと、大蔵大根ですとか、しんとり菜、伝統小松菜と

いうのが大体有名なところで、あとは夏になりますと、寺島なすといった野菜が小

金井市の農家で栽培されております。 

【松行会長】 

  他に御意見等ございますでしょうか。 

  特にないようですので、本件を承認とさせていただきます。 

  それでは、次の案件の説明をお願いいたします。 

【総務課長】 

それでは、９９ページを御覧ください。「各種税賦課業務について」、市民税 

課、資産税課の案件でございます。 

説明の前に、諮問第２１号から諮問第２７号の７件の諮問につきましては、業 

務開始が平成２９年１月１日からとなっており、本来、前回の審議会までに諮問 

しなければいけなかった事項でございますが、担当課において失念していたため、 
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今回、諮問させていただきます。申し訳ございませんでした。 

  それでは、改めまして、本案件の説明をさせていただきます。１０１ページ、 

諮問第２１号「所得税申告書等のデータ連携システム（国税連携システム）につ 

いて」、１０２ページ、諮問第２２号「所得税申告書等のデータ連携システム（国 

税連携システム）のオンライン接続について」、１０３ページ、諮問第２３号「所 

得税申告書等のデータ連携システム（国税連携システム）オンライン接続委託に 

ついて」、１１１ページ、諮問第２４号「電子申告等受付システムについて」、 

１１２ページ、諮問第２５号「電子申告等受付システムのオンライン接続につい 

て」、１１３ページ、諮問第２６号「電子申告等受付システムのオンライン接続 

委託について」、１１５ページ、諮問第２７号「市民税・都民税（特別徴収・普

通徴収）各種賦課資料データパンチ業務委託について」の計７件となりますが、

一括して説明させていただきます。 

 市民税・都民税・固定資産税の各種賦課業務に関し「行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律」の施行に伴う利用事務におい

て、手続書類の様式等に個人番号の追加が必要となりました。 

 １点目の所得税申告書等のデータ連携システムとは、市民税・都民税の賦課を

行うために必要な所得税の申告状況を国税庁より電子データで受信するもので、

一般社団法人地方税電子化協議会の運営する地方税ポータルセンターで受付した

ものを、ＡＳＰ事業者を介し、ＬＧＷＡＮ回線を利用して受信するものです。 

 ２点目の電子申請等受付システムとは、個人市民税・都民税における給与支払

報告書、法人市民税の申告書、固定資産税における償却資産の申告書などを電子

データで受信するもので、１点目と同様に、一般社団法人地方税電子化協議会の

運営する地方税ポータルセンターで受付したものを、ＡＳＰ事業者を介し、ＬＧ

ＷＡＮ回線を利用して受信するものです。 

 ３点目の市民税・都民税（特別徴収・普通徴収）各種賦課資料データパンチ業

務とは、市民税・都民税の賦課に必要な申告書、給与支払報告書、公的年金等支

払報告書の項目についてパンチ入力を業務委託するものです。 

 それぞれの諮問に関しましては、以前にもお諮りしているところですが、個人

番号を新たに取り扱うことから、保有の届出・諮問をするものです。 

 １０１ページを御覧ください。諮問第２１号「所得税申告書等のデータ連携シ

ステム（国税連携システム）について」でございます。冒頭、説明いたしました

とおり、今回は記録項目に個人番号を追加するための諮問となります。 
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 また、１０２ページ、諮問第２２号「所得税申告書等のデータ連携システム（国

税連携システム）のオンライン接続について」及び１０３ページ、諮問第２３号

「所得税申告書等のデータ連携システム（国税連携システム）オンライン接続委

託について」も同様でございます。 

 １０４ページの別紙を御覧ください。所得税申告書等のデータ連携システム記

録項目でございます。Ｎｏ．１４の網かけになっている項目、個人番号の追加で

ございます。オンライン接続における保護の措置やセキュリティ確保の仕組みに

つきましては、参考として、１０５ページにイメージ図を、また、諮問第２３号

に係る接続委託の内容にあります、別紙、ｅＬＴＡＸ利用システム使用契約仕様

書は１０６ページから１１０ページに付けさせていただいておりますので、併せ

て御覧ください。 

 続きまして、電子申告等受付システムの関連に入らせていただきます。 

 １１１ページ、諮問第２４号「電子申告等受付システムについて」、１１２ペ

ージ、諮問第２５号「電子申告等受付システムのオンライン接続について」及び、

１１３ページ「諮問第２６号、電子申告等受付システムのオンライン接続委託に

ついて」、各諮問書に記載のとおり、個人番号の追加の変更でございます。セキ

ュリティ確保の仕組みにつきましては、参考として１１４ページにイメージ図を、

また、諮問第２６号に係る接続委託の内容にあります別紙、ｅＬＴＡＸ利用シス

テム契約仕様書は、先ほどの所得税申告書等のデータ連携システム（国税連携シ

ステム）と共通しますが、１０６ページから１１０ページに付けさせていただい

ておりますので、御覧ください。 

 次に、１１５ページを御覧ください。諮問第２７号「市民税・都民税（特別徴

収・普通徴収）各種賦課資料データパンチ業務委託について」でございます。こ

ちらについても、個人番号のみの変更となりまして、１１６ページの別紙項目を

御覧ください。Ｎｏ.１２１の網かけ部分が変更点でございます。 

 参考としまして、１１７ページから１１９ページに委託に係る仕様書を付けて

おります。また、これまでの委託に係る個人情報取扱特記事項は、共通資料とし

て、２０２ページから２０６ページにございます。 

 最後に１００ページにお戻りいただきまして、個人情報保有等変更届内訳を御

覧ください。Ｎｏ．８、Ｎｏ．９については、今の諮問にございましたシステム

の変更届でございまして、Ｎｏ．１からＮｏ．７までは今回の諮問とは直接関連

しないところではございますが、税賦課に関することとなりますので、こちらで
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報告させていただきますが、全て個人情報の内容に個人番号を追加するものでご

ざいます。 

 なお、Ｎｏ．４の届出番号０４－１９につきましては、記録名称の変更も併せ

て行っておりまして、下線部分の個人別明細書を追加させていただいております。

各様式は、事務局で保管させていただいておりますので、必要がございましたら、

お申し出ください。 

【松行会長】 

  本案件は電子的な記憶媒体間のデータ伝送を含む、公的なシステム制度化にか 

かわる案件の説明でございます。特に個人番号が正規に流通するようになってお 

りますので、非常に詳細な資料により事務局から説明がありました。 

  それでは、御意見、御質問があれば、お受けいたします。 

【仮野委員】 

個人ナンバーが採用され、どんどん電子化されていくが、セキュリティは大丈 

夫かという面の不安が、湧き上がってきたのですが、セキュリティにはぜひ気を 

つけていただきたいというお願いです。小金井市から少しでも漏れるようなこと 

があったら、外に出たときの影響を考えると恐ろしいしいため、そのあたりは大 

丈夫ですか。 

【松行会長】 

セキュリティの本質をいつも意識しながらかかわる、人も、機械もセキュリテ 

ィに万全で緊張感を持って取り組むということを、国民、市民が案じているのだ 

ということの御意見、御質問です。 

【市民税課長】 

私どもが個人情報の取り扱いをさせていただくことになりますけれども、電子 

回線につきましては、ストップであるとか漏えいがないようにということで、私 

どもも管理者から地電協のほうには求めているところでございます。 

また、事務の執行に当たりましては、執務室内は特定個人情報を扱う管理領域 

となりますので、マイナンバー制度が始まる前に、私どもも情報システム課の力 

をかりまして、一度事前チェックというものを行ってございます。どういう形で、 

どういう保管をして、どういう運用をしていったら、漏えい等がないのかという 

ところを事前にチェックさせていただいて、それに沿って運用をしているところ 

でございます。 

一旦、不安を皆様に与えてしまいますと、マイナンバーというシステム全体に 
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影響が出るものでございますので、私どももその点については、十分に注意しな 

がら、業務を行っていきたいと考えております。 

【仮野委員】 

小金井から漏れることはないかもしれませんがマイナンバーというのは、大き 

な問題が起きそうであり、決意はよくわかりました。 

【松行会長】 

これは特に税賦課業務に関しての国民や市民、住民の心配事をただいま代弁し 

てくださったんですが、地方自治行政全体につきましては、最近の新聞で、自治 

体内部における個人番号の処理にかかわる部署ごとで、慎重を期すようにという 

特集記事がございました。地方行政と個人番号の安全、安心な取り扱いですね。 

特に端末にかかわるところについては、部課の責任者がフロントに立って、安全 

確認を常に怠らないことが肝要だという記事だったように思います。 

   それでは、他に御意見がないようですので、本件を承認とさせていただきます。 

それでは、次の案件の説明をお願いいたします。 

【総務課長】 

それでは、１２０ページを御覧ください。「あき地除草委託について」、環境 

政策課の案件でございます。 

  小金井市あき地の管理の適正化に関する条例により、日ごろから、あき地の所 

有者の皆様に、本市から所有地の適正な管理をお願いしているところでございま 

す。同条例の第８条に、「あき地の所有者等は、自ら雑草等を除去することがで 

きないときは、市長にこれを委託することができる」との定めがあります。平成 

２８年度までは同条に基づく委託申請があった際には、市職員が当該あき地の除 

草を行っていました。しかし、民間ができる事業はアウトソーシングするべきと 

いう時代の要請により、平成２９年度からは、委託により実施することから諮問 

するものです。 

  １２１ページを御覧ください。諮問第２８号「あき地除草委託について」でご 

ざいます。業務の目的としましては、諮問書にもございますが、周辺環境を良好 

に保つことを目的としておりまして、所有者にかわって除草を行う委託について 

諮問を行うものでございます。委託において取り扱う個人情報の項目といたしま 

しては、記載のとおりでございますが、所有者が市に草刈りを委託したあき地の 

住所でございます。 

  参考資料としまして、１２２ページから１２７ページに仕様書（案）を付けて 
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おりますので、こちらも御参考にしてください。 

【松行会長】 

ただいま本件につきまして、事務局から説明がございました。御意見、御質問 

があればお受けいたします。 

【植草委員】 

こういった業務の除草については、従来も市役所でやっていただいていたので 

すか。それを今度、民間に委託をしますよと。その辺については、囲みの中に書 

かれているとおり、時代の要請によりとなっているのですが、そこの部分と、実 

際の諮問事項の業務の目的に書かれている内容、確かに委託される業務の中身、 

目的はこういうことなのでしょうけど、公から民に仕事を移す狙いみたいなもの 

が書かれていてもいいのかと、ちょっと違和感を持ったのですが、いかがでしょ 

うか。 

【環境係主任】 

こちらの業務の目的というのは、あくまであき地の除草を業者に委託するとい

うことの目的だと、私のほうでは思っておりましたので、このような内容で書か

せていただきましたけれども、この業務は市職員が直接あき地に行って、草刈り

を行っていたところを、造園業者などにお任せしようという話になったこと自体

は、アウトソーシングするべきという意見が審議会などからも出ておりましたの

で、ようやく体制が整って、このような形になったというところでございます。 

 それを業務の目的のほうにも書いたほうがいいということであれば、もちろん

そのあたりは書かせていただきたいと思います。 

【植草委員】 

私のほうも質問というか、はっきりしないでお聞きしたので、ただ、何となく、 

時代の要請という表現に含まれているとおり、明確なことは基本的にないわけで、 

具体的な理由というか目的みたいなものはないので、表現としては仕方ないのか 

なということで、読ませていただいています。 

【環境政策課長】 

こういう書き方をしていますけれども、具体的には先ほども担当から説明させ 

  ただきましたが、職員で草刈りを実施していたところですが、来年度から体制が 

変わるということもございます。実際に従事していた職員が、来年度から携われ

なくなったということもありまして、こういった形にということになりました。 

【植草委員】 
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実際の理由が実は違うのですか。 

【環境政策課長】 

そうですね。これもそうですし、減員の理由もあるということです。 

【亀山委員】 

所有者があるあき地を市が無料で草刈りをしてあげていたということなんでし 

ょうか。それとも、所有者の方が料金を払って、市がなさっていたことを今度は 

民間に委託をするのでしょうか。 

【環境係主任】 

こちらの条例、小金井市あき地の管理の適正化に関する条例というものが、昭 

和４５年から施行されたものでございまして、こちらの中に、１平方メートル当 

たり１００円ということが明記されており、その金額をお支払いいただいた上で 

行っていたところでございます。来年度から行う際には、あくまで所有者から申

請をいただいて、料金をお支払いいただいた上で、作業を行うということで、無

料でやっているということではございません。 

【亀山委員】 

その業務を市が中間的に担っているのはなぜですか。 

【環境係主任】 

実際、昭和４５年に成立されたときの経緯というものが、聞き伝えでしかない 

ものですから、はっきりしない部分もあるのですけれども、私が聞いている範囲 

では、あき地が多くて、それなりに草が生えてきますと、当然近隣住民の方が、 

衛生害虫が出たりとか、草木の繁茂自体が道路などに出てきたりして、通行自体 

も邪魔であるといった、いろんな問題があって、小金井市のほうも、あき地の管 

理の適正化に関する条例を定めようということになったと聞いております。 

【亀山委員】 

ということは、あき地に草が生え、それを所有者ができない事柄を、市のほう 

に来ない限りはできないのか、それともあき地に草が生えて、市が所有者に草刈 

りをしてくださいね、しかし場合によっては、市でできますという両方のことな 

のでしょうか。 

【環境係主任】 

もともと、大体のあき地が放置されている状態になっておりますと、所有者の 

方がそういった状態を知らないことが多いのです。ですので、まずは、市のほう 

で現地を確認に行って、「これは近隣の方にも迷惑がある状態だな」と判断しま 
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すと、その状況を写真に撮らせていただきまして、今、このような状態になって 

おりますので、ぜひ草刈りをやっていただけたらと思いますという文書を、まず 

はお送りします。 そうしますと、所有者の方も、「あらま、大変だ」というこ 

とでお電話をいただきまして、ただ、「自分だとなかなか、そんな業者さんとか 

も全然わからないし、どうしたらいいのでしょう」ということで、では、市でも、 

草刈りの委託を受け付けていますということで行っておりました。ただ、これは、 

昭和４５年に成立しただけありまして、今、市に委託されている方というのは、 

もう３０年以上ぐらい連綿とやっている方がほとんどです。今どきの方だと、イ 

ンターネットなどもございますので、そういう業者を検索したりして、すぐにお 

願いしたりということができる時代でございますので、最近になって申請される 

方というのは、ほとんどいないのですが、昔からの方は、所有者自身もお年を召 

されて、むしろその頃よりも、なかなか作業が難しい状況になっておりまして、 

今でも大体１年で６件ぐらいの申請があるところです。 

【亀山委員】 

市がそういった状態をお知らせして、連綿と何年もなさっている方であれば、 

そういう方向で委託業者でもいいという気がしました。 

【松行会長】 

人口学会の定義によりますと、総人口が基本趨勢として減少に向かっておるこ 

とは否定できない事実になっているわけです。それと付随して、同時に、市街地 

における空家、あるいは、空家に近い状態の管理が行き届いていないあき地がた 

くさん大都市圏内において発生しているわけで、位置指定ができた道路の舗装部 

分と、へりの水の吸い込みを前提としたところは、放置していると、町の住宅街 

の隅々まで、ひと月、ふた月の間に背の高い雑草に覆われてしまうのです。そこ 

から病害虫が出てきて、感染症にも関連してくるということで、これは非常に地 

味な事業に見えるんですけれども、人口減少の超高齢社会で付随する空家現象も 

含めて、非常に基本的な大きな課題を持っている事業じゃないかと、我々は認識 

するわけです。ですから、申告によってなされると、資料に書いてございますけ 

れども、非常に地味な事業ではあるけれども、今後、どういった形でこの制度を 

ポリッシュアップしていくべきかどうか、常に、ある一定期間で、こういった審 

議会の場で、市民代表として、我々が関心を持って見守っていくべき事案だと私 

は当該課の説明を伺いながら、受け取った次第です。 

【亀山委員】 
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委託をする以上は、市の業務が軽減されていかなければ委託という意味合いが 

ないので、思った次第です。 

【松行会長】 

行政職員の定員管理がある中で実現していくには、間接公営といいますか、民 

間事業委託を含めた経営方式で、事業を地味ながらも目配りしていくということ 

が求められているのだと思います。 

【金澤委員】 

これはあき地の除草委託（単価契約）ということで、これは業者さんがあると 

いうことか、それともシルバーセンターとかというところなのですか。 

【環境係主任】 

現時点では業者と契約をしてはおりませんけれども、造園業者を想定しており 

ます。入札です。 

【松行会長】 

他に御意見、御質問はありますか。 

特にないようですので、この案件を承認とさせていただきます。 

それでは、次の案件の説明をお願いいたします。 

【総務課長】 

それでは、１２８ページを御覧ください。「生活困窮者の自立支援事業につい 

て」、地域福祉課の案件でございます。 

１２９ページ、諮問第２９号「家計相談支援事業の業務支援システム」、１３ 

０ページ、諮問第３０号「家計相談支援業務委託について」、及び１５５ページ、 

諮問第３１号「学習支援事業委託について」、関連しておりますので、一括にて 

説明させていただきます。 

平成２７年４月に施行された、生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者の 

自立促進を図ることを目的として、従来からの自立相談支援事業等に加え、新た 

に家計相談支援事業と学習支援事業を開始します。 

１点目の家計相談支援事業では、家計に課題を抱える生活困窮者を対象として、 

従来の自立相談支援事業と一体的に相談支援を行うものです。 

２点目の学習支援事業は、生活困窮家庭の子どもを対象として、高校受験のた 

めの学習支援等を行うものです。 

それぞれの事業開始に伴い、新たな様式の保有、システムの利用及び本業務の 

委託を行うため、届出・諮問するものです。 
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１２９ページを御覧ください。諮問第２９号「家計相談支援事業の業務支援シ 

ステム」でございます。業務の目的としましては、諮問書にもございますが、生 

活困窮者の自立促進を図ることでして、家計相談支援に関する各種手続を電子的 

に記録、管理を行うことでございます。 

次に、１３０ページ、諮問第３０号「家計相談支援事業委託について」でござ 

います。冒頭に説明いたしましたが、既に実施しております自立相談支援事業等 

について、以前に委託で行う諮問をお諮りしているものであり、本事業について 

も同様の委託により行うものでございます。 

諮問に関連する保有届としまして、１３１ページに届出番号１７－５５８「家 

計相談支援事業使用様式一式」及び１３２ページ、届出番号１７－５５９「家計 

相談支援事業の業務支援システム」でございます。今説明をさせていただきまし 

たそれぞれの個人情報の内容、記録項目は１３３ページから１３５ページの別紙 

にまとめさせていただいておりますので、御覧ください。 

参考としまして、１３６ページから１４８ページに当該様式を、１４９ページ 

にシステムに係る個人情報保護措置を、１５０ページから１５４ページに委託仕 

様書を付けておりますので、併せて御覧ください。 

続きまして、１５５ページを御覧ください。諮問第３１号「学習支援事業委託 

について」でございます。業務の目的としましては、先ほどの家庭相談支援と同 

様でございますが、こちらは高校受験のための学習支援について委託により行う 

ものでございます。取り扱う個人情報の項目でございますが、１５６ページの別 

紙にございますので御覧ください。 

諮問に関連する保有届としまして、１５７ページに届出番号１７－５６０「学 

習支援事業使用様式一式」でございます。個人情報の内容でございますが、１５ 

６ページの別紙となりまして、諮問と同様でございます。 

参考としまして、１５８ページから１６４ページに当該様式を、１６５ページ

から１６８ページに委託仕様書を、また、先ほどの家計相談支援事業と共通の個

人情報取扱特記事項を２０２ページから２０６ページに付けておりますので、併

せて御覧ください。 

【松行会長】 

ただいま事務局から、本件について説明がございました。 

御意見、御質問があればお願いいたします。 

【植草委員】 
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 １点目の家計相談支援事業について２点ほど。１２８ページの囲みの中でござ

いますけれども、１点目の家計相談支援事業については、「自立相談支援事業と

一体的に相談支援を行うもの」と、この「一体的」というのはどういう意味なの

かというところが１つです。 

 それと、同じくその事業の中で１４９ページ。世帯というか個人にとっては非

常に機微な情報をいろいろと扱うわけで、当然この辺のセキュリティの管理が非

常に大事だと思っているのですが、１つ目に、システムの維持管理で保護内容が

書かれています。「盗難、破壊等の事故から守り、業務が円滑に行えるよう必要

な措置を講ずる」となっていますけれども、具体的にどんなような措置が講じら

れようとしているのか、その２点を１つ目についてはお伺いしたいのと、併せて

お尋ねしたいのは、２点目の学習支援事業についてです。こちらについては、１

６５ページ以降、具体的な学習支援事業の委託の中身が書かれていて、それを拝

見させていただくと、どうも学習支援員の役割というか位置づけが非常に重要に

なってくるのかなというように拝見させていただいたのですが、そういう意味で

は、この学習支援員というのは、事業全体をある事業者さんに委託をして、その

事業者さんが必要があるので学習支援員を、そこでまた募集をして選定をしてい

くという段取りになるかと思うんですが、この学習支援員の募集をかけて選定を

していくというのは、再委託の禁止というのが一方でありますけれども、それと

は絡まないとは思うんですが、でも、何で再委託の禁止というのがあるかといえ

ば、１つには情報セキュリティだとか、その辺の問題があるわけですよね。それ

だけじゃないんですけれども。そういう意味で、この学習支援員を改めてその事

業者がまた募集をしていくというところの仕組みは非常に大事だと思っておりま

して、そういう意味で１つとして、その学習支援員の選定に当たっての基準が１

６６ページ（２）の学習支援員の選定で出ています。「次の要件を満たした学習

支援員を選定しますよ」となっているんですけれども、実はこのことにプラスし

てというか、次のページの１６７ページの（６）支援対象世帯決定後の対応で、

「事業統括者は、支援が決定した子どもの学力等を勘案した上で、適切な学習支

援員を選定する」、ここで言っている「適切な」というのは、当初の（２）の学

習支援員の選定でうたわれている要件とダブるのか、それともプラス何かあるの

か。いずれにしても重要なというか、いろんな意味で重要なお立場の方を選定し

なくてはいけないので、その辺を具体的に確認をしたいです。 

 今のところで併せて言いますと、（６）の「適切な学習支援員を選定するとと



 

 33 

もに、支援対象世帯の名簿等を作成し、適切に管理する」となっていますけれど

も、ここも具体的にどのように適切に管理をする予定でいるのかというか、計画

を持っていらっしゃるか、その辺についてお教えいただければと思います。 

【生活福祉担当課長】 

それでは、御質問に順次お答えさせていただきたいと思います。 

まずは１点目です。「自立相談支援事業と一体的に」のところの「一体的」と

いうのはどういうことか。まず、こちらに書かれているとおり、当市では平成２

７年４月から自立相談支援事業を先に実施しております。そこにはさまざまな相

談にいらっしゃる、内容も幅が広く受けておりますけれども、その中で、やはり

家計というかお金の使い方であるとか、そういったことに関係するような相談と

いうのも数多くございまして、それを受けて、やはり任意事業と言われている中

での家計相談というものは早期に実施をする必要があるというふうに考えました。 

 ですので、まずは相談をしに来た方については、最初に自立相談支援の相談員

がお受けして、内容をお聞きした上で、家計相談の事業につなげたほうがいいよ

うな方については、家計相談員があわせて御質問を伺うというようなことを考え

ておりますので、一体的にという言葉になってございます。 

 ２点目が、１４９ページのほうですけれども、こちらに関しましては、現行も

そうなのですけれども、まずは個人の情報を入力するパソコンにつきましては、

インターネットにつながない環境のものを使ってございます。こちらは国の補助

事業にもなりますので、例えば統計情報のようなものは国のほうに送るような必

要がございますが、その場合にも、個人情報は一切抜いた形の資料を作成しまし

て、別のインターネットに接続されているパソコンから送るので、必ず個人情報

の入っているパソコンについては、外とのインターネットでの接続ができないよ

うな環境を守っていただいてございます。 

 ３点目が、学習支援のことについてでございます。まずは１６５ページの学習

支援員の募集についての御質問をいただきました。こちらにつきましては、担当

から説明をさせていただきます。 

【地域福祉課専任主査】 

こちらの、先ほどの再委託のところと似ているのではないかという御指摘がご

ざいましたけれども、この学習支援事業は、いわゆる家庭教師の派遣に近い形で

ございまして、事業者に委託をした後、その事業者のところで雇用された家庭教

師のような人を学習支援員という呼び方をいたしまして、各家庭に学習のための
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指導に訪問するという形になっておりますので、再委託というよりも、事業者で

雇用されたそれぞれの支援員の家庭教師が行くという形なので、再委託というよ

うなものではないと認識しております。 

【生活福祉担当課長】 

もう１点、最後の御質問が１６７ページのところの支援対象世帯決定後の対応 

のところであります適切な学習支援員の選定ということでございます。やはり生 

活困窮者の家庭というのはさまざまな状況がございますし、また、その支援を受 

けられるお子さんの状況というのもあります。１つ例を挙げるとすれば、例えば 

男性か女性かによって、またはその家庭の状況に応じて入る支援員、またはそう 

いうような御相談に応じる者についても、どういった性別の者がよろしいかとか、 

そういうところも内容をお聞きしながら事業者のほうで判断をしていくというよ 

うなことを考えてございます。 

高校受験の進学等の目的ということで考えてはございますけれども、そのお子 

さんの成績の状況であるとか、そういったことによって支援の内容も変わってく 

ると考えておりますので、そういったところの個別の状況に応じた対応というこ 

とを考えているところでございます。 

もう１点、同じページの（１０）に書いてございますけれども、業者に関して 

は、様々な個人情報を扱っていただくようになりますので、受託者に対しては個 

人情報の取扱特記事項というものを遵守していただくように、それは契約内でも 

そうなりますし、また、法律上でも適切な対応をするようにということも定まっ 

ているところでございます。 

【植草委員】 

学習支援員の選定については、要件を１６６ページに整理しているけれども、

ここは選定に当たっての基準ですよと。選定された支援員が複数いらっしゃって、

具体的にあの家庭に派遣するとなった段階で、その世帯に合ったような人をさら

に適切に送り込むという仕組みをお願いしていますよというようにとればいいと

いうことですね。 

 その学習支援員については、ただ勉強を教えるだけではなくて、この１６６ペ

ージの（３）の学習支援員の業務に書かれているとおり、かなり突っ込んだとい

うか、世帯の状況に入り込んだ役割がありますよね。この辺も含めて、何かかな

り大変な役目だなという気がするのですけれども、そういった人をうまく選定し

て、また研修なりをして、この辺というのは想定的には十分にうまくいくという
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ことですかね。 

【生活福祉担当課長】 

今回の事業に関して言えば、小金井市だけではなくて、既に先行して様々な市 

が実施しています。国は全国的に自立支援事業に関しては実施をするような方向 

で進めていて、情報提供もあるところです。やり方は市町村に任せられている部 

分も多いのですけれども、そういった中から見積もりを取っています。 

  また、実際には公募型のプロポーザルというような方式を考えておりますので、 

各事業者のほうからも提案の内容を見させていただいて、一番有効な業者を選定 

していくような取り組みをしたいと考えております。 

【松行会長】 

他に御意見、御質問はありますか。 

特にないようですので、この案件を承認とさせていただきます。 

それでは、次の案件の説明をお願いいたします。 

【総務課長】 

それでは、１６９ページを御覧ください。「小金井市在宅医療・介護連携推進 

事業について」、介護福祉課の案件でございます。 

  当事業は、厚労省が進める地域包括ケアシステムの一環であり、医療と介護の 

両方を必要とする状態の高齢者が、住みなれた地域で自分らしい暮らしを続ける 

ことができるよう、地域における医療・介護の関係機関が連携し包括的かつ継続 

的な在宅医療・介護を提供することが重要であります。 

   本事業は、関係機関が連携し、多職種協働により在宅医療・介護を一体的に提 

供できる体制構築の推進を目的とし、医療・介護関係者向けの相談支援窓口を医 

師会内に設置して実施するものです。 

   新たに個人情報を保有及び事業を委託により実施するため、届出・諮問をする 

ものです。 

   １７０ページを御覧ください。諮問第３２号「小金井市在宅医療・介護連携推 

進事業委託業務について」でございます。業務の目的としましては、諮問書にも 

ございますが、地域包括ケアシステムの一環として、高齢者を地域で支えること 

を目的としておりまして、医療と介護の連携推進を図るための事業委託の諮問を 

するものでございます。 

   委託処理する個人情報の項目としましては、記載のとおりでございますが、氏 

名等の基本事項や在宅医療に関する事項、相談事項等でございます。 
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   諮問に関連する保有届としまして、１７１ページ、届出番号２７－１１３「相 

談受付票」でございます。保有する個人情報の内容は記載のとおりですが、諮問 

と同様でございます。参考としまして、１７２ページに当該様式を、１７３ペー 

ジに実施要綱を、また、１７４ページに在宅医療・介護連携に関する相談支援の 

イメージ図を、２０２ページから２０６ページに共通資料として個人情報取扱特 

記事項を付けておりますので、併せて御覧ください。 

【松行会長】 

   ただいま事務局から、本件についての説明がございました。本件に関しまして、 

御意見、御質問等あればお伺いいたします。 

【亀山委員】 

「医師会内に設置して実施するもの」という、医師会内とはどこでしょうか。 

【包括支援係主任】 

医師会館の建物の中に相談業務をする場所を常設する予定になっております。 

広さとしては特段多く必要とするところにはないので、スペースを一室設けるこ 

とにさせていただきます。 

【松行会長】 

他に御意見、御質問はありますか。 

特にないようですので、この案件を承認とさせていただきます。 

それでは、次の案件の説明をお願いいたします。 

【総務課長】 

それでは、１７５ページを御覧ください。「空家等実態調査業務について」、 

まちづくり推進課の案件でございます。 

平成２６年２月２６日、空家等対策の推進に関する特別措置法が施行され、同 

法において市町村の責務として、「空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家 

等に関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努 

めるものとする」と定められました。まちづくり推進課では、市内空家及び所有 

者の意向等の実態を把握し、今後、地域安全課において予定している空家対策計 

画の策定や、全庁的な空家対策の基礎データとして活用するため、平成２９年度 

に調査及び所有者アンケートを実施するものです。本事業は委託により実施する 

ため、業務委託についての諮問をするものです。なお、本調査の結果については、 

調査後、別途データベース作成を地域安全課において行う予定です。 

１７６ページを御覧ください。諮問第３３号「空家等実態調査業務委託につい 
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て」でございます。業務の目的としましては、諮問書にもございますが、市内の 

空家の状況等の把握をし、今後策定予定の空家等対策計画等に活用していく予定 

でございます。冒頭でも説明いたしましたが、本業務は委託にて行うため、諮問 

するものでございます。 

個人情報の項目といたしましては、記載のとおりでございまして、空家に関す 

る情報等でございます。 

参考資料としまして、１７７ページから１８０ページに業務委託仕様書案を、 

２０２ページから２０６ページに個人情報取扱特記事項を付けてございます。 

【松行会長】 

   ただいま、本件につきまして事務局から説明がございました。御意見、御 

質問等あればお受けいたします。 

特にないようですので、この案件を承認とさせていただきます。 

それでは、次の案件の説明をお願いいたします。 

【総務課長】 

それでは、１８１ページを御覧ください。「小中学校校務用システムについて」、 

指導室の案件でございます。１８２ページ、諮問第３４号「市立小中学校校務用 

システムについて」、１８３ページ、諮問第３５号「市立小中学校校務用システ 

ムについて」、こちらはオンライン接続を図るものでございます。１８４ページ、 

諮問第３６号「市立小中学校校務用管理サーバの管理委託について」、以上３件 

は関連しておりますので、一括にて説明させていただきます。 

  小金井市立小中学校は、各校単位で校務用サーバを整備していましたが、各サ 

ーバの統合を行うための機器を整備し、校内サーバをセンター化・一元管理する 

ことで、今後の学校ＩＣＴ化の進展に耐えうる基盤として発展させつつ、セキュ 

リティレベルを向上させることとしました。（校務用サーバはセンター化し、一 

元的に管理することとの文部科学省からの緊急提言を踏まえた対応です。） 

  これに伴い、従前のシステム環境が廃止になり、新たなシステム環境において 

個人情報の保有等を行うことから、届出・諮問を行うものです。なお、取り扱う 

個人情報の内容は、従前のシステム環境時と同様です。 

  １８２ページを御覧ください。諮問第３４号「市立小中学校校務用システムに 

ついて」でございます。業務の目的としましては、諮問書にもございますが、校 

内における情報の共有と校務の情報化を一元的に管理を行うものでございます。 

  個人情報の記録項目は記載のとおりでございまして、従前のシステム項目と変 
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更はございません。 

  次に、１８３ページ、諮問第３５号「市立小中学校校務用システムのオンライ 

ン接続について」でございます。オンライン接続に関する内容については諮問書 

に記載のとおりでございますが、接続の目的としましては、校務用システムの情 

報を民間のデータセンターのサーバにて一元的に管理するため、オンラインで接 

続を行うものでございます。 

  オンライン接続する個人情報は記載のとおりでございますが、先ほどの諮問第 

３４号と同様でございます。オンライン接続における保護措置としましては、諮 

問書にもございますが、外部から接続ができない閉域回線を使用するなどの措置 

を講じます。 

  参考として、１９８ページにシステムの接続イメージ図を簡単ではございます 

が、付けさせていただいておりますので、御参考にしてください。 

次に、１８４ページ、諮問第３６号「市立小中学校校務用管理サーバの管理委 

託について」でございます。業務の目的としましては、サーバの保守点検及びサ 

ーバの更新に係るデータを委託することから諮問を行うものです。 

  委託処理する個人情報の項目は、先ほどの諮問と同様でございまして、委託に 

係る仕様書は１８７ページから１９７ページにございます。 

 諮問に関連する保有届としまして、１８５ページを御覧ください。届出番号３２ 

－７８「市立小中学校校務用システム」でございます。個人情報の内容は、諮問 

の記録項目と同様でございます。 

  また、最後に１８６ページ、届出番号３２－７７「市立小中学校校務用ＬＡＮ」 

に関しましては、新たなシステム環境へ移行するための廃止届でございますので、 

併せて報告させていただきます。 

【松行会長】 

ただいま事務局から説明がございましたが、御質問、御意見等あればお受けい 

たします。 

【植草委員】 

１８１ページに今回のシステム化、統合化することの目的等々が書かれていま

す。そこに書かれているのは、基本的にはセキュリティレベルを向上させるとい

うことですけど、１８３ページの具体的な中身でオンライン結合の目的というと

ころでは、「一元的に管理することにより、セキュリティの確保、安定運用及び

経費削減を図るため」となっています。経費削減も当然重要なことでございます
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けれども、セキュリティのレベルを上げることが第一なのか、それとも経費削減

が第一なのか、ちょっとその辺のウエイトを確認したいなというところと、また、

統合化することで本当にセキュリティレベルが上がるのか、逆に統合化したこと

で危険の要素も当然あるわけで、その辺、プラスマイナスして、結局プラスとい

うことでこれを選択されたのだと思うんですけれども、想定をしているマイナス

の部分が何かあれば、お聞かせ願いたいなということです。 

【学務係主事】 

それでは、御質問いただいた件につきましては、両課またがっていますので、 

学務課から説明させていただきます。 

  まず、こちらの主な趣旨ですが、両方併記がありますが、セキュリティの確保 

が第一の目的として考えております。 

  デメリットと申しますと、こちらに経費削減とはなっておりますが、導入する 

ときの経費が、設計費用などが若干かかってしまいますので、そういう面では多 

少デメリットがあると思っていますが、今後、将来的に考えますと、修繕ですと 

か運用経費に関しまして一元的に管理することによって、運用コストとしては全 

体的の削減につながるのではないかと考えております。 

  セキュリティの向上ですが、基本的には、システム上は今の学校サーバにある 

程度、セキュリティの対策のサーバ等を増やして、向上を図ることを検討してお 

ります。外部的なセキュリティに関しましても、現在は学校にサーバを置いてあ 

りますので、例えば外部の侵入はあまり考えられないのですが、施錠等が学校内 

にありますので、そこまで磐石ではないということと、サーバの置いてある部屋 

の冷房施設が整っておりませんので、そういう意味でも不安を感じておりました。 

センター化に一元化することによって、施錠管理につきましては、民間のデータ 

センターが厳重にセキュリティのチェックを行っておりますので、何重にもセキ 

ュリティを施しておりますことで、なかなか外部の侵入が考えられないのと、施 

設についても充実しておりますので、サーバの安定運用を求めるに当たっても適 

しているのではないかという考えで、データセンターへのを検討しております。 

【植草委員】 

要は、セキュリティ面でも費用の面でもプラスマイナスあるけれども、最終的 

にはプラスになるだろうというお話だと受けとめましたが、セキュリティ面のマ 

イナスというか、具体的にはリスク、何か想定されているリスクがあれば、統合 

化することによるリスク、何か教えていただけると。 
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【学務係主事】 

統合化によるリスクですが、今は有線で各端末に接続していますが、こちらの 

センターサーバ化にいたしますと、決まる業者によってやり方が異なるのですが、 

基本的にはＶＰＮ網を使って、直接の線ではなく、データセンターと学校の間を 

暗号化されたものを飛ばして運用していく形になります。飛ばしている間に、有 

線とはまた異なって、一般的な外界に触れるのではないかという懸念もあるので 

すが、そちらは万全な暗号化によって飛ばしていく形になりますので、そういう 

意味でも、心配しているデメリットに関して、ある程度対策は業者のほうでとら 

れてはおりますので、セキュリティ面について、そこまでデメリットがあると考 

えてはおりません。 

【松行会長】 

統合化ということで、私も地方公共団体の専門家を含めた調査団の視察で、ア 

メリカなどの関連国のシステムを比較観察してきた経験を持っているのですが、 

そこで言われたことは、インテグレーション、統合化をするというのは、常にど 

こかで情報を守っている壁が破られたときに、一気に全てが漏れてしまうという 

ことで、統合化は費用節約的で、それから作業能率の効率化という点では確かに 

大きなメリットがあるのだけれども、セキュリティを守るという点では、統合化 

よりも一般論としては分散化のほうが安全性が高いと、これはもう基本原理だと

私どもも海外で教えられてきたわけです。特にこのシステムでは、１８５ページ

の届出状況の個人情報の利用目的は「情報の共有化と校務の情報化」であって、

個人情報の対象となる範囲というのは、児童・生徒、それからその保護者、さら

には現場の教務を担当する教職員ということで、しかも個人情報の内容というの

は、学業成績とか写真を含む容姿である３情報を含み、電話番号に至るまで、あ

るいは親族関係まで、地域社会の中で統合的に格納しているわけですから、市民

の立場、市民目線で心配案件を総括質問していただいたわけであって、各学校の

キャンパスの中にプロテクトされて設置されているのでしょうけれども、一旦ど

れかの端末から漏れてしまえば、これはただごとでなくなるので、学務課、指導

室におかれましては、やはり常に、おさおさモニタリングというか、そういった

ことをきめ細かくやっていただかないとということで、担当課は、大変心してお

くべき事項であったと思います。 

他に御意見、御質問はありますか。 

特にないようですので、この案件を承認とさせていただきます。 
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 それでは、最後の案件につきまして説明をお願いいたします。 

【総務課長】 

 それでは、１９９ページを御覧ください。内部情報システム（ＬＧＷＡＮネッ

トワークフォルダ）について、情報システム課の案件でございます。 

 小金井市では、総務省の指示による自治体情報システム強靱化事業を実施し、

平成２９年３月１３日より内部情報システムをＬＧＷＡＮ環境とインターネット

環境に分離しました。 

 従来の内部情報システムに属する庁内の機器は、ＬＧＷＡＮに限定したネット

ワークに隔離されることとなり、省庁及び地方公共団体のみと接続することにな

りました。接続のリスクが懸念されていたインターネットとつながりを持たなく

なったことで、従来の内部情報システムでは取り扱いを制限していた個人情報に

ついて、ＬＧＷＡＮ環境下では市民等の個人番号を含むものを除いて取り扱い可

能となります。 

 ＬＧＷＡＮ環境は、社会保障・税番号制度における個人番号関係事務（職員の

個人番号を取り扱う事務）の実施領域ともされており、これらの情報を保有する

保存領域として内部情報システム（ＬＧＷＡＮネットワークフォルダ）を整備す

ることとしました。 

 内部情報システム（ＬＧＷＡＮネットワークフォルダ）は、部署単位にアクセ

ス制御を施しており、操作は記録と監視の対象となります。 

 以上のとおり、市民等の個人情報を取り扱うファイルサーバ上の保存領域とし

て、内部情報システム（ＬＧＷＡＮネットワークフォルダ）において個人情報の

記録等を行うことから諮問するものです。 

 ２００ページを御覧ください。諮問第１８号「内部情報システム（ＬＧＷＡＮ

ネットワークフォルダ）について」でございます。業務の目的としましては、諮

問書にもございますが、情報システムが強靱化することで、従前までアクセス制

御されていた個人情報の保有領域を利用することが可能となり、個人番号関係事

務などにおいて各課で利用するものでございます。 

 個人情報の記録項目は記載の５項目となりまして、通常ですと関連する保有届

において同時に行うところでございますが、こちらのシステムについては、先ほ

どの小中学校校務用システムなどとは別となりますが、全庁に及ぶものでござい

ますので、今後はこのシステムにより、個人情報を保有する場合においては、そ

の事象が生じた段階で、各課において保有届を報告させていただきます。 
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 そのため、通常ですと届出番号と同一の記録番号を記載しているところでござ

いますが、諮問のみのため、記録番号は空白とさせていただいております。 

 参考としまして、２０１ページにシステム環境イメージ図を付けておりますの

で、併せて御覧ください。 

【松行会長】 

 ただいまの案件につきまして、御意見、御質問があればお受けいたします。 

【仮野委員】 

 ２０１ページの図面ですが、ＬＧＷＡＮネットワークフォルダというのはどれ

になりますか。 

【情報システム課長】 

 ＬＧＷＡＮサーバ群のところに内部情報システム（財務会計、文書管理システ

ム、グループウェア等）となっているここのところがネットワークフォルダとい

いうことになります。 

【仮野委員】 

 この右側の図とほとんど変わらないのですが、どこがどう変わるのか、どう安

全になるのですか。   

【情報システム課長】 

この図で言いますと、今まではＬＧＷＡＮとインターネットが同じ空間にあり 

ましたが、今回切り分けをしたということで、インターネットがもう分離されて 

いますので、入っていないというところで安全性を確保しているということです。 

【仮野委員】 

それならわかりやすいです。 

【松行会長】 

他に御質問、御意見はありますか。 

特にないようですので、この案件を承認とさせていただきます。 

以上をもちまして、本日の審議会の報告と諮問事項についての審議をこれにて 

終了いたします。 

   その他の部分に移ります。 

その他の報告等の説明をお願いいたします。 

【総務課長】 

２０７ページを御覧ください。その他につきまして、２点報告をさせていただ 

きます。 
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まず１点目、内部情報システム管理運用基準の改正について、こちらにつきま 

して、担当部局から説明をさせていただきますので、よろしくお願いします。 

【情報システム課長】 

 情報システム課より、内部情報システム運用基準の改正につきまして報告させ

ていただきます。 

 国が進める自治体情報システム強靱化事業により、小金井市におきましても情

報システムのネットワークを分離、これを受けて各種運用基準の整理を行ってお

り、後日、改正案文について報告する旨、前回の審議会におきまして説明をさせ

ていただいたところでございます。 

 改正に当たりましては、社会保障・税番号制度による安全管理措置の要請もあ

るため、情報セキュリティ実施手順（情報資産の管理・運用）の整備を進めてき

たものでございます。 

 運用基準は、セキュリティポリシーの下層に位置づけられ、情報セキュリティ

実施手順として整備することとしたもので、セキュリティ対策基準以下は非公開

部分を含むため、公開できる範囲での報告にとどめさせていただくことを御理解

いただきたいと思います。 

 改正の詳細につきましては、資料の２０８ページから２１３ページの情報セキ

ュリティ実施手順（情報資産の管理・運用）（案）を御覧いただければと思いま

す。 

【松行会長】 

ただいま事務局から、その他の審議案件のうち、最初の案件について、特に情 

報システム課から説明がございました。御意見、御質問があればお受けいたしま 

す。総括的に情報管理システムの運用基準改正みたいなことに触れております。 

特に御発言がないようですので、本件を承認といたします。 

  それでは、その他の次の案件について、説明をお願いいたします。 

【総務課長】 

それでは、個人情報保護条例の改正の関係で、大きく２点報告させていただき 

ます。 

  ２１４ページを御覧ください。まず１点目でございますが、行政手続における 

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律、いわゆる番号法が改正 

になり、個人情報保護条例で引用している条項にずれが生じたことから、平成２ 

８年第４回定例会にて個人情報保護条例の一部改正を行いました。 
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  改正の詳細でございます。資料２１４ページの新旧対照表になりますが、こち 

らの左側が改正条例でございまして、右側が改正前となります。 

  第１８条第３号及び第１９条第５号に規定がございます「番号法第２８条」を 

「番号法第２９条」に改正したところでございます。施行日につきましては、１

２月末の政令により、平成２９年５月３０日としてございます。 

 続きまして、２点目でございます。資料２１６ページを御覧ください。こちら 

は内閣府の規制改革推進会議の投資等ワーキング・グループの資料でございます 

が、標題のとおり、国の行政機関を対象とする行政機関の保有する個人情報の保 

護に関する法律、行政機関個人情報保護法が平成２９年５月３０日に改正の施行 

を予定しております。その関係で、個人情報保護条例も、今後同様の改正を行う 

ことについて検討しておりますので、その旨の報告をさせていただきます。 

  資料の２１７ページを御覧ください。今回の行政機関個人情報保護法の改正の 

内容ですが、資料にございますとおり、１、個人情報の定義の明確化、２、要配 

慮個人情報の取り扱いに関する規定の新設、３、行政機関非識別加工情報の民間 

事業者への提供の仕組みの新設でございます。このうち、１の個人情報の定義と 

２の要配慮個人情報については、行政機関個人情報保護法と同様な規定とする改 

正について検討しております。 

  ３の非識別加工情報につきましては、実際の加工方法など、現時点で国から示 

されている情報が少ないことから、引き続き検討していくべきものというふうに 

考えております。 

  それでは、簡単ではございますが、定義と要配慮個人情報について説明をさせ 

ていただきます。資料２１８ページを御覧ください。まず上段、個人情報の定義 

ですが、今回の行政機関個人情報保護法の改正により個人情報の定義が改正され、 

個人識別符号、ＤＮＡ、マイナンバーなどがこれに当たるものでございますが、 

この個人識別符号という文言が規定されました。 

  個人情報保護条例につきましても、行政機関個人情報保護法に規定される個人 

情報の定義と条例の個人情報の定義に差があることはわかりづらいものになると 

の考えがございますので、行政機関個人情報保護法の定義と同様な定義規定に改 

正することについて検討をしております。 

  続きまして、下段の要配慮個人情報でございます。この要配慮個人情報の規定 

は、行政機関個人情報保護法には、従来この規定はなく、今回新たに規定された 

ものでございます。 
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  個人情報保護条例においては、条例第８条において思想、信条等の情報の収集 

制限に関する規定を設けているところでございます。今回、行政機関個人情報保 

護法において規定された要配慮個人情報の内容と、条例で規定されている項目を 

比較した場合、法で規定している項目が条例で規定している項目より広く規定さ 

れていることから、法で規定された要配慮個人情報の内容と同様な規定を条例に 

規定することについて検討をしております。 

  最後に、資料２１９ページから２２２ページにかけまして、非識別加工情報、 

匿名加工情報の説明がございますが、これにつきましては、参考までに御覧いた 

だければと思います。 

【松行会長】 

ただいま、その他の２番目の事案について、総務課から概要の説明がありまし

た。本件について、御意見、御質問があればお願いいたします。 

 特に御意見がないようですので、本件は承認としてよろしいでしょうか。 

 それでは、本件を承認といたします。 

この資料によりますと、まだパブリックコメント中の保護すべき情報等につき

まして、最終的に完璧におさまった案件ではございませんことを資料に基づいて

申し上げておきます。 

【総務課長】 

今、会長よりパブリックコメント中ということでございますが、こちらは２８ 

年１２月の資料でございますので、もう既に終わっております。 

【松行会長】 

既に終了しているわけですね。本年の１月中が締め切りでしたよね。２９年の 

１月でしたか、日にちが出ていましたね。 

【総務課長】 

２２０ページですね。もう既に終わっているということで御覧いただければと 

思います。 

【松行会長】 

これは終了した、平成２８年１２月９日から平成２９年１月１２日、比較的 

短い期間に集中的にパブコメの実施がなされたということでございます。 

 それでは事務局から、その他のウというので、次回の日程についての説明をお 

願いいたします。 

【総務課長】 
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次回の日程でございますが、事務局案では、平成２９年５月１８日としたいと 

思っておりますが、いかがでございましょうか。 

【松行会長】 

それでは、御承認いただければ、次回は、５月１８日木曜日午後６時から当８

０１会議室にて開催をいたしたいと存じますので、何とぞよろしく御参加のほど

お願い申し上げます。 

 それでは、これをもちまして、本日の審議会の全ての審議を、終了させていた

だきます。大変時間が押してしまいましたが、御協力ありがとうございます。そ

れでは、これで散会とさせていただきます。 

 

―― 了 ―― 
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